
〆≠●0 
00_0612201601812.doc 
日本工業検査㈱様 中間事業報告書 2006/12/07 5:21印刷 1/12 

― 0 ― 

 

第 44 期 

中間報告書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

 



〆≠●0 
00_0612201601812.doc 
日本工業検査㈱様 中間事業報告書 2006/12/07 5:21印刷 2/12 

― 1 ― 

株主の皆様へ 
 
 株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 さて、平素は格別のご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 当社第44期上半期（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間報告書をお届けするに
あたり、一言ご挨拶申し上げます。 
 
 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景とした設備投資の増加、雇用
環境の改善から個人消費も堅調に推移し、景気は底堅く推移いたしました。 
 検査業界におきましては、定期点検等の検査が順調な反面、新設工事の減少や価格競争の激化に
よる工事単価の改善が進んでいない状況が続いております。 
 この様な経済環境の中にあって当社グループは、従来からの顧客の保守部門および新規顧客への
積極的な受注活動を展開してまいりました。 
 この結果、当中間連結会計期間の売上高は42億15百万円と前年同期比17百万円（0.4％）の増収、
営業利益は３億63百万円で前年同期比95百万円（△20.8％）の減益、経常利益も３億58百万円と前
年同期比92百万円（△20.5％）の減益となりました。中間純利益は、投資有価証券売却益等の減少
により１億82百万円と前年同期比１億72百万円（△48.5％）の減益となりました。 
 
 部門別の業績は、次のとおりであります。 
①検査部門 
 当部門では、大分・仙台・四日市地区の石油・石油化学関連の定期点検に伴う各種検査が順調に
推移し、売上に大きく貢献いたしました。 
 LNG関連では、新日本石油㈱八戸LNG基地、大垣ガス㈱、日本海ガス㈱、東京ガス㈱総和基地等、
民間会社の工場が推進するエネルギー転換を背景として、LNG導入によるサテライト基地の建設に
伴い各種検査を施工いたしました。 
 また、通常の球型ホルダーの建設では、㈱日本触媒 姫路製造所、呉羽化学工業㈱錦工場、新日
本石油精製㈱水島製油所の検査を施工いたしました。 
 ガス・パイプラインでは、福島、静岡、両毛の各ラインの新設工事に伴う検査を施工、工場内検
査では㈱日立製作所日立工場内、石川島播磨重工業㈱横浜第一工場内等で実施いたしました。 
 定期点検におきましては、新日本石油精製㈱仙台製油所、出光興産㈱愛知製油所、昭和電工㈱大
分事業所等の大規模定期点検に伴う各種検査を施工いたしました。 
 また、屋外貯蔵タンクの保守点検では、大型備蓄基地および出光興産㈱北海道・千葉各製油所、
東亜石油㈱水江工場、昭和四日市石油㈱四日市製油所、九州石油㈱大分製油所内の各種タンクの開
放検査を施工いたしました。 
 その結果、当部門の当中間連結会計期間の売上高は37億99百万円と前年同期比70百万円 
(1.9％）の増収、営業利益は３億31百万円となりました。 
②計測部門 
 当部門では、高速道路、一般道路の鋼製橋脚および一般橋梁・コンクリートの構造物の補修・補
強に関連した計測は、堅調に推移いたしました。また、ガス燃焼効率、リサイクルエネルギー、燃
料電池等のエネルギー関連の研究・開発の計測も堅調に推移いたしました。一方、大手建設会社の
技術研究所による振動実験が延期になったことに加え、住宅産業・建設業における構造実験・振動
実験等の研究・開発に関連した計測が厳しい状況になりました。また、建設コンサルタントに関連
した調査・計測およびJR関係の計測等の受注も低調であり減収となりました。 
 その結果、当部門の当中間連結会計期間の売上高は２億79百万円と前年同期比39百万円 
(△12.4％）の減収、営業利益は７百万円となりました。 
③焼鈍部門 
 当部門では、石油・石油化学関連の定期点検工事・保全工事の焼鈍工事を施工し、堅調に推移い
たしました。エチレンプラントの定期点検工事では、固溶化熱処理を数多く施工いたしました。 
 工場内焼鈍として、発電所関連の海外向けタービンケーシング・シャフトの予熱、焼鈍を施工い
たしました。 
 一方、原子力発電所の定期点検工事は減収となりましたが、本年度から配管の質向上を目的とし
たHSCR配管焼鈍工事が開始されました。 
その結果、当部門の当中間連結会計期間の売上高は１億36百万円と前年同期比13百万円 
(△9.3％）の減収、営業利益は24百万円となりました。 
 
 当社といたしましては、引き続き収益力の向上に資する諸施策を実施し、安定的な利益の確保を
目指して株主の皆様の期待にお応えしてまいる所存であります。今後とも変わらぬご支援、ご指導
を賜りますようお願い申し上げます。 
 
平成18年12月 

代表取締役社長 林     弘 
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中間決算（連結）の概況 
中間連結貸借対照表（要旨） 

(単位：千円) 
 

 
前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

(資 産 の 部)  
流 動 資 産  
現金及び預金 1,501,009 984,837 1,514,683 
受取手形及び売掛金 3,138,421 3,571,863 2,923,096 
有価証券 6,616 ― ― 
たな卸資産 30,382 22,658 131,905 
その他 171,567 239,272 216,959 
貸倒引当金 △ 20,033 △ 22,520 △ 19,920 

流動資産合計 4,827,964 4,796,111 4,766,724 
固 定 資 産    
有形固定資産    
(1) 土地 ― 449,886 411,496 
(2) その他 996,750 692,835 518,106 

有形固定資産合計 996,750 1,142,722 929,603 
無形固定資産 11,601 10,523 10,895 
投資その他の資産    
(1) 投資有価証券 3,140,906 2,966,688 3,038,099 
(2) その他 113,277 81,494 89,952 
貸倒引当金 △ 27,874 △ 21,039 △ 27,772 

投資その他の資産合計 3,226,309 3,027,143 3,100,279 

固定資産合計 4,234,661 4,180,389 4,040,777 

資産合計 9,062,625 8,976,500 8,807,501 

(負 債 の 部)    
流 動 負 債    
支払手形及び買掛金 600,897 543,491 537,851 
短期借入金 1,579,760 1,040,008 1,050,408 
賞与引当金 147,204 180,151 125,233 
役員賞与引当金 ― 16,000 ― 
受注損失引当金 52,133 118,188 79,417 
その他 440,577 490,542 430,838 

流動負債合計 2,820,573 2,388,381 2,223,748 
固 定 負 債    
長期借入金 1,122,892 1,036,634 1,056,638 
退職給付引当金 1,271,261 1,217,979 1,233,736 
役員退職慰労引当金 248,149 242,121 237,397 
その他 34,224 116,385 158,454 

固定負債合計 2,676,526 2,613,120 2,686,227 

負債合計 5,497,099 5,001,502 4,909,975 
(少数株主持分)    
少数株主持分 107,500 ― 125,661 
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(単位：千円)  

 
前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

(資 本 の 部)    

資 本 金 574,080 ― 574,080 

資本剰余金 342,388 ― 342,388 

利益剰余金 2,407,809 ― 2,460,912 

その他有価証券評価差額金 279,349 ― 540,254 

自 己 株 式 △ 145,601 ― △ 145,770 

資本合計 3,458,025 ― 3,771,864 

負債、少数株主持分及び資本合計 9,062,625 ― 8,807,501 

(純資産の部)    

株 主 資 本    

資本金 ― 574,080 ― 

資本剰余金 ― 342,388 ― 

利益剰余金 ― 2,571,008 ― 

自己株式 ― △ 145,770 ― 

株主資本合計 ― 3,341,705 ― 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 ― 495,182 ― 

評価・換算差額等合計 ― 495,182 ― 

少数株主持分 ― 138,110 ― 

純資産合計 ― 3,974,998 ― 

負債純資産合計 ― 8,976,500 ― 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



〆≠●0 
00_0612201601812.doc 
日本工業検査㈱様 中間事業報告書 2006/12/07 5:21印刷 5/12 

― 4 ― 

中間連結損益計算書（要旨） 
(単位：千円) 

 

 
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売上高 4,198,676 4,215,806 7,828,377 
売上原価 3,329,382 3,407,201 6,430,143 
売上総利益 869,293 808,604 1,398,233 
販売費及び一般管理費 410,478 445,332 836,194 
営業利益 458,815 363,272 562,038 
営業外収益 9,985 9,908 26,428 
営業外費用 17,310 14,234 31,173 
経常利益 451,490 358,946 557,293 
特別利益 94,362 992 94,578 
特別損失 3,736 3,822 104,368 
税金等調整前中間（当期）純利益 542,116 356,116 547,503 
法人税、住民税及び事業税 203,109 192,089 180,939 
法人税等調整額 △ 36,412 △ 30,736 △ 80,119 
少数株主利益 21,102 12,449 39,263 
中間（当期）純利益 354,317 182,315 407,419 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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中間連結株主資本等変動計算書（要旨） 
 当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

(単位：千円) 
 

株 主 資 本 
 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 574,080 342,388 2,460,912 △145,770 3,231,609 

中間連結会計期間中の変動額  

 剰余金の配当（注１） △ 43,219 △ 43,219 

 役員賞与（注１） △ 29,000 △ 29,000 

 中間純利益 182,315 182,315 
株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

 

中間連結会計期間中の変動額合計 ― ― 110,096 ― 110,096 

平成18年９月30日残高 574,080 342,388 2,571,008 △145,770 3,341,705 

 
評価・換算差額等 

 その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成18年３月31日残高 540,254 540,254 125,661 3,897,526 

中間連結会計期間中の変動額  

 剰余金の配当（注１） △ 43,219 

 役員賞与（注１） △ 29,000 

 中間純利益 182,315 
株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△ 45,072 △ 45,072 12,449 △ 32,623 

中間連結会計期間中の変動額合計 △ 45,072 △ 45,072 12,449 77,472 

平成18年９月30日残高 495,182 495,182 138,110 3,974,998 
 
(注１) 平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。 
(注２) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 
中間連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） 

(単位：千円) 
 

 
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 265,361 △ 175,414 464,869 
投資活動によるキャッシュ・フロー 53,047 △ 281,684 456,417 
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 171,333 △ 72,816 △ 767,144 
現金及び現金同等物に係る換算差額 18 68 7 

現金及び現金同等物の増減額（減少：△) 147,093 △ 529,846 154,151 
現金及び現金同等物の期首残高 1,360,532 1,514,683 1,360,532 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 1,507,626 984,837 1,514,683 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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中間決算（個別）の概況 
中間貸借対照表（要旨） 

(単位：千円) 
 

 前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

(資 産 の 部)    

流 動 資 産    

現金及び預金 1,223,397 798,522 1,249,958 

受取手形 828,439 1,026,880 813,570 

売掛金 2,119,388 2,511,639 1,884,552 

たな卸資産 19,356 22,658 130,554 

その他 255,759 231,485 334,107 

貸倒引当金 △ 19,979 △ 22,318 △ 20,122 

流動資産合計 4,426,360 4,568,866 4,392,619 

固 定 資 産    

有形固定資産 800,519 1,118,360 736,257 

無形固定資産 9,981 9,553 9,274 

投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 3,314,881 2,982,288 3,212,075 

(2) その他 87,430 75,624 81,379 

貸倒引当金 △ 27,874 △ 21,039 △ 27,772 

投資その他の資産合計 3,374,437 3,036,873 3,265,682 

固定資産合計 4,184,938 4,164,787 4,011,214 

資産合計 8,611,299 8,733,654 8,403,834 

(負 債 の 部)    

流 動 負 債    

支払手形 188,340 155,030 114,510 

買掛金 425,580 409,818 449,260 

短期借入金 1,496,208 1,040,008 1,050,408 

賞与引当金 125,246 168,817 101,620 

役員賞与引当金 ― 16,000 ― 

受注損失引当金 52,133 118,188 79,417 

その他 364,165 461,654 256,273 

流動負債合計 2,651,673 2,369,515 2,051,489 

固 定 負 債    

長期借入金 1,076,642 1,036,634 1,056,638 

退職給付引当金 1,224,717 1,206,210 1,222,096 

役員退職慰労引当金 232,023 240,721 236,197 

その他 34,224 116,385 158,454 

固定負債合計 2,567,606 2,599,951 2,673,386 

負債合計 5,219,280 4,969,467 4,724,876 
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(単位：千円) 
 

 前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

(資 本 の 部)    

資 本 金 574,080 ― 574,080 

資本剰余金    

資本準備金 342,388 ― 342,388 

資本剰余金合計 342,388 ― 342,388 

利益剰余金    

利益準備金 112,150 ― 112,150 

任意積立金 1,538,426 ― 1,538,426 

中間（当期）未処分利益 691,226 ― 717,429 

利益剰余金合計 2,341,803 ― 2,368,005 

その他有価証券評価差額金 279,349 ― 540,254 

自 己 株 式 △ 145,601 ― △ 145,770 

資本合計 3,392,019 ― 3,678,958 

負債資本合計 8,611,299 ― 8,403,834 

(純資産の部)    

株 主 資 本    

資本金 ― 574,080 ― 

資本剰余金    

(1)資本準備金 ― 342,388 ― 

  資本剰余金合計 ― 342,388 ― 

利益剰余金    

(1)利益準備金 ― 119,650 ― 

(2)その他利益剰余金    

   別途積立金 ― 1,538,426 ― 

   繰越利益剰余金 ― 840,230 ― 

   利益剰余金合計 ― 2,498,307 ― 

自己株式 ― △ 145,770 ― 

株主資本合計 ― 3,269,004 ― 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 ― 495,182 ― 

評価・換算差額等合計 ― 495,182 ― 

純資産合計 ― 3,764,186 ― 

負債純資産合計 ― 8,733,654 ― 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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中間損益計算書（要旨） 
（単位：千円) 

 

 
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売上高 3,755,191 4,065,274 6,869,855 
売上原価 3,012,975 3,315,621 5,753,320 

売上総利益 742,216 749,653 1,116,535 
販売費及び一般管理費 334,707 421,325 680,785 

営業利益 407,508 328,327 435,749 
営業外収益 48,630 10,901 60,680 
営業外費用 16,427 14,150 29,262 

経常利益 439,711 325,078 467,167 
特別利益 94,174 21,152 94,133 
特別損失 3,641 3,822 60,978 

税引前中間（当期）純利益 530,244 342,408 500,322 
法人税、住民税及び事業税 178,563 177,623 129,788 
法人税等調整額 △ 36,659 △ 30,235 △ 44,008 

中間（当期）純利益 388,340 195,020 414,542 

前期繰越利益 302,886 ― 302,886 

中間（当期）未処分利益 691,226 ― 717,429 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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中間株主資本等変動計算書（要旨） 
 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（単位：千円) 
 

株 主 資 本 
資本剰余金 利益剰余金  

資 本 金
資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 

平成18年３月31日残高 574,080 342,388 342,388 112,150 
中間会計期間中の変動額  
 合併による受入 7,500 
 剰余金の配当（注１）  
 役員賞与（注１）  
 中間純利益  
株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額）

 

中間会計期間中の変動額合計 ― ― ― 7,500 
平成18年９月30日残高 574,080 342,388 342,388 119,650 
 

株 主 資 本 
利益剰余金 

その他利益剰余金
 

別途積立金 繰越利益剰余金
利益剰余金合計

自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 1,538,426 717,429 2,368,005 △145,770 3,138,703 
中間会計期間中の変動額  
 合併による受入 7,500 7,500 
 剰余金の配当（注１） △ 43,219 △ 43,219 △ 43,219 
 役員賞与（注１） △ 29,000 △ 29,000 △ 29,000 
 中間純利益 195,020 195,020 195,020 
株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額）

 

中間会計期間中の変動額合計 ― 122,801 130,301 ― 130,301 
平成18年９月30日残高 1,538,426 840,230 2,498,307 △145,770 3,269,004 
 

評価・換算差額等 
 その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

純資産合計 

平成18年３月31日残高 540,254 540,254 3,678,958 
中間会計期間中の変動額  
 合併による受入 7,500 
 剰余金の配当（注１） △ 43,219 
 役員賞与（注１） △ 29,000 
 中間純利益 195,020 
株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額）

△ 45,072 △ 45,072 △ 45,072 

中間会計期間中の変動額合計 △ 45,072 △ 45,072 85,228 
平成18年９月30日残高 495,182 495,182 3,764,186 
 
(注１) 平成18年６月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。 
(注２) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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会 社 の 概 要 (平成18年９月30日現在) 
設 立 昭和38年８月14日 
発行済株式総数 4,423,420株 
資 本 金 574,080,000円 
株 主 数 1,034名 
事 業 の 目 的 1. 非破壊検査及びこれに関連する補修業務 

 
2. 前号に係る検査機器、同附属装置の製作、修理、販売及び撮影
用フィルム等非破壊検査材料の販売 

 3. 非破壊検査システムの開発及び販売 

 
4. 土木工事、橋梁、建築物及び各種機械プラント等に関する騒
音、振動、強度、劣化等の計測診断業務 

 
5. 前号に係る強度試験模型、振動試験模型及び同附属装置の製作
及び販売 

 6. ４号に係る計測診断システムの開発及び販売 
 7. 溶接前後の熱処理業務 

 
8. 前号に係る熱処理用加熱装置、同附属装置の製作、修理、販売
及び加熱材、温度計等の販売 

 9. 高圧容器、回転機、配管等の受け入れ検査業務 
 10. 特定労働者派遣業 
 11. 前各号に付帯する一切の業務 

従 業 員 数 464名 
 
役 員 の 状 況 (平成18年９月30日現在) 

代表取締役社長 林    弘
専 務 取 締 役 馬 岡 眞 人
常 務 取 締 役 平 野 邦 夫
常 務 取 締 役 飯 塚 榮 一
取 締 役 菅 野  毅
取 締 役 荘 村 悠 爾
取 締 役 鈴 木 力 雄
取 締 役 日 野 徳 雄
監 査 役 ( 常 勤 ) 尾 田 収 永
監 査 役 安 西 孝 之
監 査 役 髙 山 泰 正
監 査 役 米 光 信 博

 
(注) 監査役髙山泰正及び米光信博は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
 
事務所及び出張所 

事 業 所  所  在  地 
本 社  神奈川県川崎市川崎区浅野町１―４ 
仙 台 営 業 所  宮城県多賀城市大代三丁目５―26 
新 潟 営 業 所  新潟県新潟市和合町一丁目４―44 
千 葉 営 業 所  千葉県袖ヶ浦市奈良輪309―１ 
四日市営業所  三重県四日市市柳町61―２ 
北九州営業所  福岡県北九州市小倉北区中井五丁目15―７ 
大 分 営 業 所  大分県大分市三佐一丁目２―87 
六ヶ所営業所  青森県上北郡六ヶ所村鷹架字向田１―44 

 
出 張 所  柏崎出張所 日立出張所 
  鹿島出張所 愛知出張所 
  徳山出張所 延岡出張所 
  長崎出張所 鹿児島出張所 
  鹿屋出張所 喜入出張所 
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決 算 期 毎年３月31日 

定時株主総会 毎年６月下旬 

 
配 当 金 交 付 
株 主 確 定 日 

 

毎年３月31日及び中間配当の支払い 

を行うときは９月30日 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社 

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

同 連 絡 先 〒137-8081 

東京都江東区東砂七丁目10番11号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

電話 0120－232－711（通話料無料）

同 取 次 所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

単 元 株 式 数 100株 

公 告 方 法 電子公告 

ただし、電子公告によることができな

い事故その他やむを得ない事由が生じ

たときは、日本経済新聞に掲載いたし

ます。 

公告掲載URL（http://www.nikkoken.com)

 
貸借対照表及び 
損 益 計 算書の 
ホームページアドレス 

 
 
http://www.nikkoken.com 

  
 

株式についてのご案内

 


